












































































































































































官立 19 44，186 97 
1山子 公立 2 1，305 大
私立 27 34，441 109 
計 48 79，932 206 
官立 26 17，372 
高等学校 ノ日l午ミヤ 3 1，535 
私立 4 2，780 
言十 33 21，687 
官立 5 1，538 
大学予科五o十" 2 640 
私立 27 16，509 
34 18，687 
官立 90 69，415 1，197 
専門学校 IJ;:ー" 56 13，222 5，079 
私立 163 93，223 30，814 
言十 309 175，860 37，090 
教員養成諸学校 142 54，398 21，790 























































































万人、 65年913万人、 70年1，096万人、 75年1，167万人、 80年1，354万人と、着実に増加した。そ
の内訳で、は、未婚が63パーセントから32パーセントへと少なくなったのに対し、有配偶は24パー
表3 女子労働者基本指標
1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年
1.女子労働力率(%) 56.7 54.5 50.6 49.9 45.7 47.6 
2.就業者中の女子比率 40.7 39.8 39.3 37.3 38.7 
(%) 
3.就業者中の雇用者比 31.2 40.8 48.6 54.7 59.8 63.2 
率(%)
4.女子雇用者数(万人) 531 738 913 1，096 1，167 1，354 
5. 15歳人口中の雇用者 (15.6) 21. 9 24.3 27.0 26.9 29.5 
比率(%)
6.雇用者中の女子比率 31.1 31. 8 33.2 32.0 34.1 
(%) 
(65.2) (63.2) 50.3 48.3 38.0 32.5 
の構成(%) 有配偶 (20.4) (24.4) 38.6 41.4 51.3 57.4 
離死別 (14.3) (12.5) 11.1 10.3 10.8 10.0 
8.女子雇用者平均年齢 26.3 28.1 29.8 33.4 34.9 
(歳)
9. 同平均勤続年数(年) 4.0 3.9 4.5 5.8 6.3 
10.性別賃金格差(%) 42.8 47.8 50.9 55.8 53.8 
1. 短時間雇用者比率 8.9 9.6 12.2 17.4 19.3 
(%) 
12. 女子労働者組織率 30.8 28.0 30.9 29.4 29.0 24.6 
(%) 











































































































































・『講座日本の大学改革J 1 ~ 5、1982年、青木書底。
・総理府編『女性の現状と施策」平成7年版、 1996年、大蔵省印刷局など。
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